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四半期レビュー報告書 



 
  

【表紙】
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【本店の所在の場所】 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地

【電話番号】 刈谷（0566）25－5850

【事務連絡者氏名】 経理部長    浅若  正識

【最寄りの連絡場所】 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地
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【事務連絡者氏名】 経理部長    浅若  正識

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄３丁目８番20号）
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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．第90期第２四半期連結累計期間及び第90期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第90期

第２四半期

連結累計期間

第91期

第２四半期

連結累計期間

第90期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

売上高 （百万円） 1,733,129 1,987,862 3,580,923

経常利益 （百万円） 149,244 214,637 296,017

四半期（当期）純利益 （百万円） 78,073 150,082 181,682

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 13,071 261,575 385,161

純資産額 （百万円） 2,103,295 2,655,109 2,426,861

総資産額 （百万円） 3,511,564 4,294,893 3,979,093

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 96.88 188.52 226.59

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － 188.39 －

自己資本比率 （％） 56.92 58.99 57.80

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 206,907 203,699 374,775

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △186,750 △248,021 △269,183

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △74,744 △6,803 △98,519

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 599,830 663,261 707,330

回次

第90期

第２四半期

連結会計期間

第91期

第２四半期

連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日

至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 35.95 80.42

２ 【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

当社グループは、平成25年４月に「地球環境の維持と成長の両立」と「一人ひとりが幸せで、安心・

安全に暮らせる社会」を目指す姿とした「デンソーグループ2020年長期方針」を発表しました。そし

て、今後３年間で達成すべき目標や取り組むべき施策を「デンソーグループ・グローバル中期方針」と

してまとめ、「持続的成長に向けた事業拡大へのチャレンジ」「世界初を生み出し続ける企業への進

化」「グローバルな総智・総力の発揮とスピード経営の実現」を掲げ活動を進めています。 

当第２四半期連結累計期間の業績については、車両生産台数の増加や、円安効果により、売上高は、

１兆9,879億円（前年同四半期比2,547億円増、14.7％増）と増収になりました。営業利益は、経費・労

務費の増加があったものの、売上増加による操業度差益や円安による為替差益や合理化努力等により、

1,922億円（前年同四半期比559億円増、41.0％増）と増益、経常利益は2,146億円（前年同四半期比654

億円増、43.8％増）、四半期純利益については、1,501億円（前年同四半期比720億円増、92.2％増）と

いずれも増益になりました。 

セグメント別の業績については、日本は、国内車両生産台数は減少したものの、海外向け売上の増加

や円安効果により、売上高は１兆3,298億円（前年同四半期比958億円増、7.8％増）と増収になりまし

た。営業利益は、経費・労務費の増加があったものの、円安による為替差益や合理化努力等により

1,437億円（前年同四半期比496億円増、52.8％増）と増益になりました。 

北米地域は、好調な経済による車両生産の増加や、円安効果により、売上高は4,028億円（前年同四

半期比1,020億円増、33.9％増）と増収、営業利益は、売上増加による操業度差益等により93億円（前

年同四半期比24億円増、34.8％増）と増益になりました。 

欧州地域は、低迷した市場が底を打ったことに加え、円安効果により、売上高は2,345億円（前年同

四半期比614億円増、35.5％増）と増収、営業利益は、売上増加による操業度差益等により37億円（前

年同四半期比23億円増、172.3％増）と増益になりました。 

豪亜地域は、新興国における市場の成長に伴う車両生産の増加や、円安効果により、売上高は4,572

億円（前年同四半期比1,020億円増、28.7％増）と増収、営業利益は、売上増加による操業度差益等に

より377億円（前年同四半期比38億円増、11.1％増）と増益になりました。 

その他地域は、売上高は396億円（前年同四半期比95億円増、31.6％増）と増収、営業利益は、製品

構成の悪化等により、11億円（前年同四半期比６億円減、36.2％減）と減益になりました。 

  

現金及び現金同等物（以下「資金」）は、営業活動により2,037億円の増加、投資活動により2,480億

円の減少、財務活動により68億円の減少等の結果、当第２四半期連結会計期間末は前連結会計年度末と

比べ441億円減少し、6,633億円となりました。 

営業活動により得られた資金は、営業利益を1,922億円計上（前年同四半期比559億円増）したもの

の、法人税等の支払額を670億円計上（前年同四半期比358億円増）したこと等により、前年同四半期に

比べ32億円減少し、2,037億円となりました。 

投資活動により使用した資金は、有価証券及び投資有価証券の取得による支出5,161億円（前年同四

半期比1,430億円増）等により、前年同四半期に比べ613億円増加し、2,480億円となりました。 

財務活動により使用した資金は、社債の発行による収入300億円（前年同四半期比300億円増）、長期

借入れによる収入273億円（前年同四半期比264億円増）等により、前年同四半期に比べ679億円減少

し、68億円となりました。 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

(2) キャッシュ・フローの状況

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

－3－



  

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は181,193百万円です。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 

(4) 研究開発活動
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(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ 

り発行された株式数は含まれていません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

② 【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成25年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 884,068,713 884,068,713

東京、名古屋 

各証券取引所 

（市場第一部）

単元株式数 

100株

計 884,068,713 884,068,713 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
－ 884,068,713 － 187,457 － 265,985
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平成25年９月30日現在 

 
(注) １．当社は自己株式87,617千株を保有していますが、上記大株主からは除いています。 

２．株式会社豊田自動織機の所有株式数は、株式会社豊田自動織機が退職給付信託の信託財産として拠出してい

る当社株式6,798千株（持株比率0.77％）を除いて表示しています。（株主名簿上の名義は、「日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社豊田自動織機退職給付信託口）」

であり、その議決権行使の指図権は株式会社豊田自動織機が留保しています。） 

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 197,193 22.31

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１ 69,373 7.85

東和不動産株式会社 愛知県中村区名駅４丁目７－１ 33,309 3.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 32,150 3.64

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 28,042 3.17

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 22,848 2.58

デンソー従業員持株制度会 愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地 13,879 1.57

ステート  ストリート  バンク 

アンド  トラスト  カンパニー 

（常任代理人  香港上海銀行東京支店）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ  351  ＢＯＳＴＯＮ  

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ   

02101  Ｕ．Ｓ．Ａ．  

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

13,223 1.50

アイシン精機株式会社 愛知県刈谷市朝日町２丁目１ 12,518 1.42

ザ  チュース  マンハッタン  バンク   

エヌエイ  ロンドン  エス  エル   

オムニバス  アカウント 

（常任代理人  株式会社みずほ銀行決済

営業部）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ  ＨＯＵＳＥ,ＣＯＬＥ

ＭＡＮ  ＳＴＲＥＥＴ  ＬＯＮＤＯＮ

ＥＣ2Ｐ  2ＨＤ,ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都中央区月島４丁目16－13）

10,657 1.21

計 － 433,191 49.00

－6－



  

平成25年９月30日現在 

 
(注) 完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、500株含まれています。また、

議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれています。 

  

平成25年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 87,726,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 796,000,200 7,960,002 －

単元未満株式 普通株式 341,813 － －

発行済株式総数 884,068,713 － －

総株主の議決権 － 7,960,002 －

② 【自己株式等】

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

㈱デンソー（自己株式）
愛知県刈谷市昭和町

１丁目１番地
87,616,500 － 87,616,500 9.91

伊藤精工株式会社
愛知県刈谷市野田町 

場割100－１
83,200 － 83,200 0.01

株式会社ニッパ
静岡県磐田市川袋 

1550
22,000 － 22,000 0.00

神星工業株式会社
愛知県刈谷市丸田町 

３丁目６
5,000 － 5,000 0.00

計 － 87,726,700 － 87,726,700 9.92

２ 【役員の状況】

－7－



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

なお、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累

計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第５条第１項

ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けてい

ます。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 665,152 647,028

受取手形及び売掛金 586,312 604,160

電子記録債権 53,738 48,557

有価証券 430,052 485,424

たな卸資産 ※1  370,662 ※1  397,394

その他 177,798 178,974

貸倒引当金 △1,828 △1,719

流動資産合計 2,281,886 2,359,818

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 341,227 361,587

その他（純額） 544,933 593,923

有形固定資産合計 886,160 955,510

無形固定資産 15,456 21,403

投資その他の資産   

投資有価証券 653,299 804,285

その他 142,616 154,187

貸倒引当金 △324 △310

投資その他の資産合計 795,591 958,162

固定資産合計 1,697,207 1,935,075

資産合計 3,979,093 4,294,893

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 456,603 459,713

1年内償還予定の社債 100,000 140,000

短期借入金 56,272 95,229

未払法人税等 55,128 48,057

賞与引当金 59,766 60,830

役員賞与引当金 641 397

製品保証引当金 56,847 57,979

その他 188,289 192,960

流動負債合計 973,546 1,055,165

固定負債   

社債 90,000 80,000

長期借入金 261,248 225,586

退職給付引当金 197,248 －

役員退職慰労引当金 1,811 1,451

退職給付に係る負債 － 203,811

その他 28,379 73,771

固定負債合計 578,686 584,619

負債合計 1,552,232 1,639,784
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 187,457 187,457

資本剰余金 267,332 268,488

利益剰余金 1,933,814 2,084,225

自己株式 △224,505 △222,149

株主資本合計 2,164,098 2,318,021

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 226,354 314,345

繰延ヘッジ損益 17 50

為替換算調整勘定 △90,405 △76,215

退職給付に係る調整累計額 － △22,855

その他の包括利益累計額合計 135,966 215,325

新株予約権 2,293 919

少数株主持分 124,504 120,844

純資産合計 2,426,861 2,655,109

負債純資産合計 3,979,093 4,294,893

－10－



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
 【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 1,733,129 1,987,862

売上原価 1,460,879 1,620,490

売上総利益 272,250 367,372

販売費及び一般管理費 ※  135,980 ※  175,185

営業利益 136,270 192,187

営業外収益   

受取利息 3,840 4,235

受取配当金 4,064 6,816

為替差益 1,212 6,211

持分法による投資利益 2,181 2,984

その他 8,206 9,493

営業外収益合計 19,503 29,739

営業外費用   

支払利息 3,209 3,508

固定資産除売却損 1,615 1,595

その他 1,705 2,186

営業外費用合計 6,529 7,289

経常利益 149,244 214,637

特別利益   

固定資産売却益 547 16

特別利益合計 547 16

特別損失   

投資有価証券評価損 12,419 62

特別損失合計 12,419 62

税金等調整前四半期純利益 137,372 214,591

法人税、住民税及び事業税 41,442 56,847

過年度法人税等 6,109 3,610

法人税等調整額 3,741 △6,787

法人税等合計 51,292 53,670

少数株主損益調整前四半期純利益 86,080 160,921

少数株主利益 8,007 10,839

四半期純利益 78,073 150,082
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 86,080 160,921

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △37,514 88,113

繰延ヘッジ損益 416 33

為替換算調整勘定 △35,226 10,807

退職給付に係る調整額 － △770

持分法適用会社に対する持分相当額 △685 2,471

その他の包括利益合計 △73,009 100,654

四半期包括利益 13,071 261,575

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,429 251,400

少数株主に係る四半期包括利益 4,642 10,175
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 137,372 214,591

減価償却費 82,536 89,907

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,932 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 8,388

前払年金費用の増減額（△は増加） △5,087 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △10,400

受取利息及び受取配当金 △7,904 △11,051

支払利息 3,209 3,508

為替差損益（△は益） 6,122 2,108

持分法による投資損益（△は益） △2,181 △2,984

有形固定資産除売却損益（△は益） 644 732

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △752 △65

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 12,419 62

売上債権の増減額（△は増加） 66,159 1,547

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,847 △9,095

仕入債務の増減額（△は減少） △28,332 △18,766

その他 △28,295 △7,100

小計 231,995 261,382

利息及び配当金の受取額 9,361 12,803

利息の支払額 △3,216 △3,482

法人税等の支払額 △31,233 △67,004

営業活動によるキャッシュ・フロー 206,907 203,699

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △102,116 △149,620

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △373,068 △516,108

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

324,045 389,066

その他 △35,611 28,641

投資活動によるキャッシュ・フロー △186,750 △248,021

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,797 2,702

長期借入れによる収入 849 27,262

長期借入金の返済による支出 △1,114 △32,145

社債の発行による収入 － 30,000

社債の償還による支出 △50,000 －

自己株式の取得による支出 △6 △19

ストックオプションの行使による収入 － 3,009

配当金の支払額 △18,536 △29,434

少数株主への配当金の支払額 △8,005 △8,681

その他 271 503

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,744 △6,803

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,009 7,056

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,596 △44,069

現金及び現金同等物の期首残高 665,409 707,330

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 17 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  599,830 ※  663,261
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「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17

日。）が平成25年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、第１

四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職

給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付

に係る負債に計上しました。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債と

して計上したことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しています。

また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当第２四半期連結累計期間の期首の利益

剰余金等に加減しています。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首のその他の包括利益累計額が21,959百万円減少、利益剰余金

が29,903百万円増加、少数株主持分が452百万円減少し、合計で純資産の額が7,492百万円増加しています。

また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微で

す。 

  

  

※１  たな卸資産の内訳は次のとおりです。 
  

 
  

２  その他 

平成24年１月に米国司法省と締結した司法取引契約に関連して、米国等において損害賠償を求める民

事訴訟が提起されています。 

  

  

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。 
  

 
  

  

【注記事項】

(会計方針の変更)

  (退職給付に関する会計基準等の適用)

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度

(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

商品及び製品 128,206百万円 138,836百万円

仕掛品 143,144百万円 149,415百万円

原材料及び貯蔵品 99,312百万円 109,143百万円

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日

  至  平成25年９月30日)

給料及び賞与 48,110百万円 59,519百万円

賞与引当金繰入額 7,333百万円 8,480百万円

製品保証引当金繰入額 8,094百万円 4,880百万円
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※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日

  至  平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 646,869百万円 647,028百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △239,704百万円 △183,181百万円

小計 407,165百万円 463,847百万円

有価証券勘定 389,118百万円 485,424百万円

取得日から満期日又は償還日までの期間が３ヶ月を

超える短期投資
△196,453百万円 △286,010百万円

小計 192,665百万円 199,414百万円

現金及び現金同等物 599,830百万円 663,261百万円
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Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日） 

１．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間末後となるもの 

 
  

２．株主資本の金額の著しい変動 

当第２四半期連結累計期間において、総額18,536百万円の剰余金の配当を行っており、この剰余金の

配当に関する詳細については上記「１．配当に関する事項」に記載しています。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日） 

１．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間末後となるもの 

 
  

２．株主資本の金額の著しい変動 

当第２四半期連結累計期間において、総額29,434百万円の剰余金の配当を行っており、この剰余金の

配当に関する詳細については上記「１．配当に関する事項」に記載しています。 

また、第１四半期連結会計期間の期首より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したことに

伴い、期首の利益剰余金の額が29,903百万円増加しています。 

  

(株主資本等関係)

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月20日 

定時株主総会
普通株式 18,536 23 平成24年３月31日 平成24年６月21日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月31日 

取締役会
普通株式 21,760 27 平成24年９月30日 平成24年11月26日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月19日 

定時株主総会
普通株式 29,434 37 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月31日 

取締役会
普通株式 37,433 47 平成25年９月30日 平成25年11月26日 利益剰余金
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Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を含ん

でいます。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項） 
（単位：百万円） 

 
  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメント その他

(注)
合計

日本 北米 欧州 豪亜 計

売上高

 (1) 外部顧客への売上高 916,539 295,647 162,801 328,120 1,703,107 30,022 1,733,129

 (2) セグメント間の内部売上高 317,493 5,136 10,332 27,134 360,095 58 360,153

計 1,234,032 300,783 173,133 355,254 2,063,202 30,080 2,093,282

セグメント利益 94,016 6,907 1,355 33,899 136,177 1,756 137,933

利益 金額

報告セグメント計 136,177

「その他」の区分の利益 1,756

セグメント間取引消去 △1,663

四半期連結損益計算書の営業利益 136,270

－17－



  
Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

 
(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米等の現地法人の事業活動を含ん

でいます。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項） 
（単位：百万円） 

 
  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を変更しています。 

当該変更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益への影響は軽微です。 

  

  

報告セグメント その他

(注)
合計

日本 北米 欧州 豪亜 計

売上高

 (1) 外部顧客への売上高 917,263 394,685 220,774 415,680 1,948,402 39,460 1,987,862

 (2) セグメント間の内部売上高 412,540 8,100 13,771 41,559 475,970 136 476,106

計 1,329,803 402,785 234,545 457,239 2,424,372 39,596 2,463,968

セグメント利益 143,652 9,312 3,690 37,652 194,306 1,121 195,427

利益 金額

報告セグメント計 194,306

「その他」の区分の利益 1,121

セグメント間取引消去 △3,240

四半期連結損益計算書の営業利益 192,187

－18－



  

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていません（(注) ２．参照）。 

 
(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。 

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

(4) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、コマーシャル・ペーパー（ＣＰ）、マネー・マネジメント・ファンド及び譲渡

性預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。株式は取引

所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっています。満期保有目的の債券

は、所有していません。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照ください。 

(5) 長期貸付金 

長期貸付金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。 

負  債 

(1) 支払手形及び買掛金、(3) 短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）、(4) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

  

(金融商品関係)

連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 665,152 665,152 －

(2) 受取手形及び売掛金 586,312 586,312 －

(3) 電子記録債権 53,738 53,738 －

(4) 有価証券及び投資有価証券

    ①関連会社株式 4,925 2,505 △2,420

    ②その他有価証券 1,013,657 1,013,657 －

(5) 長期貸付金 1,385 1,441 56

  資産計 2,325,169 2,322,805 △2,364

(1) 支払手形及び買掛金 456,603 456,603 －

(2) １年内償還予定の社債 100,000 100,890 △890

(3) 短期借入金 56,272 56,500 △228

(4) 未払法人税等 55,128 55,128 －

(5) 社債 90,000 90,871 △871

(6) 長期借入金 261,248 261,813 △565

  負債計 1,019,251 1,021,805 △2,554

デリバティブ取引(*1)

①ヘッジ会計が適用されていな 

  いもの
5,907 5,907 －

②ヘッジ会計が適用されている 

  もの
27 27 －

 デリバティブ取引計 5,934 5,934 －

－19－



  
(2) １年内償還予定の社債、(5) 社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づいて算定しています。 

(6) 長期借入金（(3) 短期借入金に含まれている１年内返済予定の長期借入金を含む） 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要する

と見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(4) 有価

証券及び投資有価証券」には含めていません。 

  

当第２四半期連結会計期間（平成25年９月30日） 

平成25年９月30日における四半期連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていません（(注) ２．参

照）。 

 
(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。 

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 33,054

関連会社株式 31,715

四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 647,028 647,028 －

(2) 受取手形及び売掛金 604,160 604,160 －

(3) 電子記録債権 48,557 48,557 －

(4) 有価証券及び投資有価証券

    ①関連会社株式 5,023 3,642 △1,381

    ②その他有価証券 1,218,310 1,218,310 －

  資産計 2,523,078 2,521,697 △1,381

(1) 支払手形及び買掛金 459,713 459,713 －

(2) １年内償還予定の社債 140,000 140,436 △436

(3) 短期借入金 95,229 95,845 △616

(4) 未払法人税等 48,057 48,057 －

(5) 社債 80,000 80,461 △461

(6) 長期借入金 225,586 225,161 425

  負債計 1,048,585 1,049,673 △1,088

デリバティブ取引(*1)

①ヘッジ会計が適用されていな 

  いもの
528 528 －

②ヘッジ会計が適用されている 

  もの
80 80 －

  デリバティブ取引計 608 608 －

－20－



によっています。 

(4) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、コマーシャル・ペーパー（ＣＰ）、マネー・マネジメント・ファンド及び譲渡

性預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。株式は取引

所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっています。満期保有目的の債券

は、所有していません。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照ください。 

負  債 

(1) 支払手形及び買掛金、(3) 短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を除く）、(4) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

(2) １年内償還予定の社債、(5) 社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づいて算定しています。 

(6) 長期借入金（(3) 短期借入金に含まれている１年内返済予定の長期借入金を含む） 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要する

と見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(4) 有価

証券及び投資有価証券」には含めていません。 

  

区分
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円）

非上場株式 33,170

関連会社株式 33,206

－21－



  

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) １．有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「著しく下

落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断していま

す。 

２．当連結会計年度において、その他有価証券について、80百万円減損処理を行っています。 

  

当第２四半期連結会計期間（平成25年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) １．有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には「著しく下

落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合的に判断していま

す。 

２．当第２四半期連結累計期間において、その他有価証券について、62百万円減損処理を行っています。 

  

(有価証券関係)

取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 177,460 522,806 345,346

(2) 債券

      政府保証債等 74,569 74,903 334

      社債 5,173 5,191 18

      その他 48,404 48,404 －

(3) その他 362,373 362,353 △20

合計 667,979 1,013,657 345,678

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 201,833 682,238 480,405

(2) 債券

      政府保証債等 68,469 68,647 178

      社債 2,301 2,303 2

      その他 12,637 12,637 －

(3) その他 452,485 452,485 －

合計 737,725 1,218,310 480,585

－22－



  

前連結会計年度（平成25年３月31日） 

 
(注) １．時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いています。 

  

当第２四半期連結会計期間（平成25年９月30日） 

 
(注) １．時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いています。 

  

(デリバティブ取引関係)

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨
為替予約取引 41,798 △240 △240

スワップ取引 144,129 6,121 6,121

金利 スワップ取引 31,345 26 26

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

通貨
為替予約取引 54,179 280 280

スワップ取引 139,770 240 240

金利 スワップ取引 67,131 8 8

－23－



  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は以下のとおりです。 
  

 
(注)  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

平成25年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

 
(注)  平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

(１株当たり情報)

前第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日

  至  平成25年９月30日)

(1)  １株当たり四半期純利益金額 96円88銭 188円52銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額 (百万円) 78,073 150,082

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

－ －

普通株式に係る四半期純利益金額
(百万円)

78,073 150,082

普通株式の期中平均株式数(千株) 805,900 796,105

(2)  潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額
－ 188円39銭

(算定上の基礎)

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) － 558

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

新株予約権方式によるストックオプ

ション

（平成19年６月26日決議12,900個

  平成20年６月25日決議15,710個

  平成21年６月24日決議17,100個）

－

(重要な後発事象)

２ 【その他】

ａ.  中間配当による配当金の総額 37,433百万円

ｂ.  １株当たりの金額 47円00銭

ｃ.  支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成25年11月26日

－24－



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２５年１１月５日

株式会社デンソー 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社デンソーの平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間（平成２５年７月１日から平成２５年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２５年４
月１日から平成２５年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について
四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デンソー及び連結子会社の平成２
５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

取締役会  御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    髙    橋    寿    佳    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    伊    藤    達    治    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    奥    田    真    樹    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。




